
事業番号 235

　　　　　　　　　　　　　平成23年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 地域木造住宅市場活性化推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 H20/H22 担当課室 住宅生産課木造住宅振興室 室長　藤本　俊樹

会計区分 一般会計 施策名
2　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場
を整備する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

木材は再生産が可能な循環型資源であり、かつ、木造住宅は鉄筋コンクリート造等の住宅に比べて建設段階における炭素排出量が少ないこと
を踏まえ、地域で産出される木材などの地域の建材を活用した木造住宅市場の活性化を図ることにより、森林・林業の再生や低炭素社会の実
現に貢献することを目的とする。さらに、木造住宅産業は、林業、木材産業、大工・工務店等の中小住宅建設業など裾野が広く、地域経済の振
興にも寄与する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地域で産出される木材などの地域の建材を活用した木造住宅の振興を図るため、林業、木材産業、大工・工務店などの地域の木造住宅関連
事業者からなるグループ（都道府県等の推薦を受けたグループで、共同して木造住宅市場の活性化に資する事業を行おうとする者）が行う木
造住宅の普及推進、担い手育成、部材の開発やモデル住宅の建設などの取組について、事業計画の提案を公募し、学識経験者の意見を踏ま
えて選定された事業に対して補助を行う。（補助率：定額・１／２）

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

－ － －

計

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 300 579 550 － －

補正予算 199

繰越し等 － － － －

499 579 550 － －

執行額執行額 485 574 384

21年度

滅失住宅の平均築後年数
成果実績

執行率（％） 97% 99% 70%

％ 68

21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（32年度）
成果指標 単位 20年度

活動実績

（当初見込
み）

件
54 64 49

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度

―

（　　60　　） (                )

単位当たり
コスト

　　　　７．８百万円　（執行額／実施事業数） 算出根拠
執行額３８４百万円を実施事業数４９件で除して、実施事業１件当たり
のコストを算出。

実施事業数

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

計

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

6(H27～32年)

達成度 ％

年 27

住宅の滅失率
成果実績 ％ 7（H15～20年）

40
達成度

-



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

地域における木造住宅市場の活性化を図る事業目的・
内容からすると、地方公共団体等が実施すべき内容で
あった。

×
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

× 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。
平成２２年度行政事業レビュー公開プロセスにおいて、
評価者より、
・木造住宅普及のための他の事業への統合等も含め
て、目的達成のためより効果的な方法を検討すべき
・政策目的と予算の関連性が著しく低い。
・予め事業結果の評価指標を作るべき。
・農水省（林野庁）との役割分担を明確にすべき。
などのご指摘を頂き、事業廃止の評価結果となった。こ
れに伴い、昨年度は追加募集をとりやめたため、不用額
が発生した。

× 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

△ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

【前回の指摘を踏まえた執行上の改善点】
本事業については、平成２２年度行政事業レビューの公開プロセスにおいて「事業廃止」の評価結果となったところであり、平成２２年度を
もって終了しているが、今後、木造住宅の振興や木材利用の促進に関する補助事業等を実施する際には、行政事業レビューにおける指摘
事項を踏まえ、①予め事業結果の評価指標を作成して活動実績の評価を行う、②重点事項を絞り、集中して補助行うなど政策目的達成に
向けて効率的な予算執行となるよう努める、③林野庁等他省庁との役割分担を明確化することとしたい。

予算監視・効率化チームの所見

廃
止
⑧

昨年度の行政事業レビューで廃止。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

平成２２年度事業行政事業レビュー公開プロセス

○評価結果
　事業の廃止
（ただし、政策目的についてはご理解いただいているので、やり方を改善して行う。）

○とりまとめコメント
　事業廃止という評価が総勢だったため、結論としては事業廃止とする。ただし、木造住宅の振興、木材利用の促進という政策の方向性自体には
理解をいただいているため、やり方を改善したい。



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

国土交通省 
３８４百万円 

地域の木造住宅関連事業者からなるグループが行う木

造住宅の普及推進、担い手育成、部材の開発やモデル

住宅の建設などの取組に対して補助。 

Ａ．民間事業者等（４９件） 
３８４百万円 

木造住宅の普及推進、担い手育成、部材の開発やモ

デル住宅の建設などの取組を実施。 

【公募・補助】



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.特定非営利活動法人蒸暑地域住まいの研究会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託料 調査検討コンサルティング、委員会記録等 7

旅費 委員会委員旅費等 5

需用費 印刷製本費等 3

謝金 委員会委員謝金等 1

その他 会場賃料、測定実験費 1

計 17 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
特定非営利活動法人蒸暑地域
住まいの研究会 沖縄地方における木造住宅普及のための建築仕様の開発 17 － －

2 信州木材認証製品センター
地域木造住宅建設拡大のための信州木材認証製品に対応した横架材スパン表作成
等 15 － －

3 「小さな家。計画」コンソーシアム 国産材を活用した、安全・コンパクト、安価な住宅の供給体制の整備 15 － －

4 遊ベーシックデザインの会 可変性を求めたカラマツ住宅の企画・技術開発と建設の担い手育成 15 － －

5 旧日光街道幸手を感じる会 登録文化財の町屋のまちなか活性化拠点・核施設としての整備 15 － －

6 長崎すて木な家づくりの会
プレカット工場と地域工務店との連携による、地域材を活用した優良な木造住宅の普
及 15 － －

7 加子母ひのき拡販推進協議会 地域の間伐材を活用した、断熱性、耐震性の高い壁材や構法の開発等 14 － －

8 吉野の森コンソーシアム 吉野材を活用した長期優良住宅の設計システムの構築等 13 － －

12 － －

9
清流高津川を育む木の家づくり
協議会 二地域居住時代に向けた木造住宅普及先導モデルの整備 13 － －

10 ＮＰＯ法人三輪座 地域材や新たな技術を活かした町家モデルの開発


	地域木造住宅市場活性化推進事業

